様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　2023年　12月　20日
　
　　経済産業大臣　殿
（ふりがな）                 
一般事業主の氏名又は名称                  
（ふりがな）                 
（法人の場合）代表者の氏名  　         印   
住所　〒

法人番号　2010401067057　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	当社HP「DX戦略」


	公表日
	　2023年　12月　18日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HP（トップ＞サイオスについて＞DX戦略）
https://www.sios.com/ja/company/dx-strategy/

	記載内容抜粋
	サイオスグループは「世界中の人々のために、不可能を可能に。」をミッションと定め、イノベーションによって人々の課題を解決し、より良い社会の実現に貢献することを目指しています。
DXビジョンを実現するためには、テクノロジーを最大限に活用し、サイオスグループの製品・サービスや企業文化を変革することで、社会課題の解決につなげていく必要があります。
サイオスグループでは、イノベーションを実現する手段として、顧客先のDXを支援する「顧客のDX実現」と、自社内を変革する「内部基盤のDX推進」の両輪でDXを推進します。
(1)顧客のDX実現
　製品・サービスの提供による顧客のDX支援
(2)内部基盤のDX推進
　働き方改革や業務効率化によるグループ内の変革

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている内容



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サイオスグループDX戦略


	公表日
	　2023年　12月　18日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HP「DX戦略」の掲載資料P.9～17
（トップ＞サイオスについて＞DX戦略＞サイオスグループDX戦略）
https://www.sios.com/ja/docs/sios-dx-strategy_20231218.pdf

	記載内容抜粋
	(1)顧客のDX実現
従来から、サイオスグループでは顧客の抱える課題を解決すべくSIやソフトウェア製品を提供してきました。近年では、DXの必要性が高まっていることを受け、当社の方針に基づき、子会社であるサイオステクノロジー株式会社のSaaSによるソリューションを拡充しています。今後も、テクノロジーを最大限活用し、顧客のDX実現をサポートすることにより、顧客課題の解決につなげてまいります。
・SaaS事業の拡大
・ソフトウェア製品の提供
・SIの提供
(2)内部基盤のDX推進
当社の方針に基づき、子会社のサイオステクノロジー株式会社と協働で柔軟な働き方やペーパーレス、業務プロセス効率化を実現することで、サイオスグループのカルチャーを変革し、生産性向上につなげてまいります。
・リモートワークの導入による柔軟な働き方の実現
・書類等の電子化によるペーパーレス実現
・デジタル技術活用による業務効率化

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	取締役会の承認を得た公表媒体に記載されている内容




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	サイオスグループDX戦略 P.18～23
https://www.sios.com/ja/docs/sios-dx-strategy_20231218.pdf

	記載内容抜粋
	1. DX推進体制
(1)顧客のDX実現
サイオスグループでは、顧客のDX実現を支援する事業を展開しています。毎月開催している合同執行役員会では、経営企画サービスラインを事務局として、サイオスグループの全役員が出席し、それぞれの事業状況や問題意識を共有するとともに、重要事項について議論を行っています。また、グループ内の全部門においては、野心的な目標を達成するためにOKRによる目標管理を実践しており、製品・サービスを通じて顧客の課題をより多く解決できるよう取り組んでいます。
(2)内部基盤のDX推進
エンジニアを統括する取締役および経営企画サービスラインに加え、さらなるグループ内のDXの実現に向け、新たにIT企画サービスラインを設立し、サイオスグループの内部DXを推進しています。
2. 人材の確保
サイオスグループのDXビジョン実現に不可欠である、エンジニアを中心とした優秀な人材を確保すべく、新卒および中途採用に注力しています。積極的な採用活動の結果、2022年1月から2022年12月末の1年間で、サイオスグループの従業員は36名増員しました。
3. 人材の育成
変化の激しい時代に適応し、サイオスグループのDXを積極的に推進できる人材を育成するため、当社では下記の施策を実施しています。
・eラーニングによる学習機会の提供
・5％ルール
・新卒社員研修におけるIT知識の学習



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	サイオスグループDX戦略 P.24～26
https://www.sios.com/ja/docs/sios-dx-strategy_20231218.pdf

	記載内容抜粋
	(1)顧客のDX実現
サイオスグループの「顧客のDX実現」を推進するため、当社の方針に基づき、顧客のDX推進に資する領域への投資を継続しています。また、近年、社会におけるDXの必要性が高まっていることを受け、より幅広い顧客層のDX実現を支援できるよう、低コストかつ導入スピードの速いクラウド関連の製品サービスへの投資を優先する方針としています。
(2)内部基盤のDX推進
サイオスグループでは、勤務場所および居住地を自由化することで、出社にとらわれず勤務地を選択できる制度を導入しています。また、フレックスタイム制も活用しており、それぞれの勤務スタイルに合わせた柔軟な働き方を支援しています。この勤務体制を構築するために、当社では下記の施策に取り組んでいます。
・社内セキュリティの整備
　-VPN利用
　-セキュリティと利便性を担保したID管理
　-サイバーセキュリティ推進体制の構築
・最適なITツールの選定
　-書類等のペーパーレス化
　-フリーアドレス化



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	サイオスグループDX戦略


	公表日
	　2023年　12月　18日


	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	当社HP「DX戦略」の掲載資料P.27,28
（トップ＞サイオスについて＞DX戦略＞サイオスグループDX戦略）
https://www.sios.com/ja/docs/sios-dx-strategy_20231218.pdf

	記載内容抜粋
	(1)顧客のDX実現
サイオスグループでは、製品サービスの提供を通して「顧客のDX実現」を支援しており、その進捗を測るための指標として、連結売上高を重視しています。
(2)内部基盤のDX推進
自社内の働き方や業務プロセスの変革は、業務効率化を通して従業員の残業を減らし、いつでも有給休暇を取得できる環境を実現することにつながります。そのため、「内部基盤のDX推進」の進捗を測る指標として、残業時間および有給取得状況の進捗を重視しています。
(3)DX人材の育成
変化の激しい時代に適応でき、サイオスグループのDXを積極的に推進できる人材を育成するために、従業員に自己学習の機会を提供しています。eラーニング利用率の進捗を測り、従業員の自己学習を促進する施策を講じることで、人材の育成に努めています。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	　2023年　12月　18日


	発信方法
	当社HP（トップ＞サイオスについて＞DX戦略＞DXトップメッセージ）
https://www.sios.com/ja/company/dx-strategy/

	発信内容
	1946年、世界初のコンピューターと言われる「ENIAC」がペンシルバニア大学で開発されてから77年。デジタル技術は、その誕生から100年も経たないうちに社会を劇的に変える原動力となるまでに発展しました。
　今や私たちの生活において、デジタル技術は欠かすことが出来ません。
　企業においても今日、デジタル技術を如何に活用して行くかは、最重要経営課題のひとつとなっています。
　これは、特定の業種に限ったことではなく、全産業に通じた課題であり、すべての企業はデジタル技術の活用如何で競争力に差がつく時代となっています。昨今、これを「デジタルトランスフォーメーション（DX）」という言葉で示すようになったと、私は捉まえております。
　当社グループが属するIT業界においては、他産業同様、デジタル技術の自社での活用はもとより、全産業に対してデジタル技術活用のご支援をさせていただくことが、主たる事業となっております。
　このような環境下、当社グループはDX戦略を以下のふたつに体系化しております。
-　顧客のDX実現
-　内部基盤のDX推進
　これまで当社グループは、創業以来培ってきた様々なデジタル技術によって、社会の課題解決に取り組んでまいりました。そのための当社グループ内のIT基盤は、盤石でかつお客様のDXの参考指標となるべきレベルであることを目指し、強化につとめてまいりました。今後も当社グループは、上記ふたつのDXへの取り組みを通じて、「世界中の人々のために、不可能を可能に。」というミッションのもと、イノベーションによって人々の課題を解決し、より良い社会の実現に貢献してまいります。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	　　　　2022年　9月頃　～　継続中


	実施内容
	当社は、「DX推進指標」による自己分析を行い、IPA自己診断結果サイトに提出しています。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	　　　　2013年　11月頃　～　継続中


	実施内容
	当社は、情報セキュリティマネジメントシステムの国際規格である「ISO/IEC 27001」および個人情報保護マネジメントシステムの日本産業規格である「JIS Q 15001」を取得しております。
また、当社は情報セキュリティの重要性を十分に認識し、法令等の要求事項の遵守及び情報資産の適切な保護を目的に、「情報セキュリティ基本方針」を定めています。
さらに、当社はサイバーセキュリティリスクが自社のリスクマネジメントにおける重要課題であることを認識し、CISOおよびCSIRTを中心としたサイバーセキュリティ推進体制を構築しています。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
①　(1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
②　(4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
③　(1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
④　(5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

